
○宇土市子育て世帯訪問支援事業実施要綱 

令和６年４月１日 

告示第５５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、家事、育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤ

ングケアラー等がいる家庭の居宅をホームヘルパー等が訪問し、家庭が抱える不安や悩

みを傾聴するとともに、家事、育児等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を

整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐことを目的とする子育て世帯訪問支援事業（以

下「事業」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 事業の対象者は、宇土市に住所を有し、次の各号のいずれかに該当する家庭に属

する１８歳未満の児童、その養育者及び妊婦とする。 

(1) 保護者のいない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児

童のいる家庭及びそれに該当するおそれのある家庭 

(2) ヤングケアラー（障がい又は疾病により援助を必要としている家族等に対して家事

その他の家族等の世話を日常的に行っている１８歳未満の児童をいう。）がいる家庭、

食事、生活環境等について不適切な養育状態にある家庭等、保護者の養育を支援する

ことが特に必要と認められる児童のいる家庭及びそれに該当するおそれのある家庭 

(3) 若年妊婦等、出産後の養育について、出産前において支援を行うことが特に必要と

認められる妊婦のいる家庭 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が特に支援が必要と認める家庭 

（事業の内容） 

第３条 事業の内容は、次に掲げるものとする。 

(1) 家事支援 

(2) 育児及び養育支援 

(3) 子育て等に関する不安、悩みの傾聴、相談及び助言。ただし、保健師等の専門職に

よる対応が必要な専門的な内容は除く。 

(4) 母子保健施策及び子育て支援施策等に関する情報提供 

(5) 対象者や児童の状況、養育環境の把握及び市への報告 

（事業の委託） 

第４条 事業は、前条の支援を適切に実施できると認められる事業者（以下「事業者」と

いう。）に委託して行うものとする。 

（利用の申請及び利用の決定等） 

第５条 事業を利用しようとする者（以下「利用者」という。）は、宇土市子育て世帯訪

問利用申請書兼同意書（様式第１号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、利用の

可否の決定を行い、宇土市子育て世帯訪問支援事業利用決定通知書（様式第２号）又は

宇土市子育て世帯訪問支援事業申請却下通知書（様式第３号）により利用者に通知する

ものとする。 

３ 前項の規定により利用を決定したときは、宇土市子育て世帯訪問支援事業利用依頼書



（様式第４号）により事業者に通知するものとする。 

（実態把握及び利用勧奨） 

第６条 市長は、養育支援が必要な家庭の実態把握に努め、支援の必要性が高い者へ利用

勧奨を行う。 

（報告） 

第７条 事業者は、市長からの依頼により事業を実施した場合は、宇土市子育て世帯訪問

支援事業支援実施確認書（様式第５号）により、事業を実施した月の翌月末までに市長

に提出するものとする。 

２ 事業者は、前項の確認書の提出に併せて、宇土市子育て世帯訪問支援事業支援実施報

告書（様式第６号）を市長に提出するものとする。 

（利用料） 

第８条 事業の利用料は、無料とする。ただし、利用者の求めに応じてホームヘルパー等

が利用者のために購入したものに係る費用等は、利用者が負担する。 

（個人情報の保護） 

第９条 事業に従事する者は、職務上知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。その

職を退いた後も、同様とする。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年告示第５１号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の宇土市子育て世帯訪問支援事業実施

要綱の様式により使用されている書類は、この要綱による改正後の宇土市子育て世帯訪

問支援事業実施要綱の様式によるものとみなす。 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

 


